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１．はじめに 

（１） 都市・まちづくり全体のビジョン 

本市では、人口減少の中でも各サービスの持続可能性を担保しつつ、市民一人ひとりが、それ

ぞれのニーズに合った都市生活及びサービスを持続可能な形で享受できるようにすることで、「本

市がもつ都市としての利便性と地域の豊かさの融合」と「持続可能な環境・社会・経済の構築」

されたスマートシティの実現を目指す。そのために、まちづくりの様々な分野（防災・環境、子

育て・教育、健康・福祉、交通、観光、エネルギー等）において、地域課題の解決に資するデジタ

ル技術を積極的に取り入れるとともに、そこから得られたデータを産学官が横断的に利活用する

ことで、更なるサービスの充実化に取り組む。 

 

（２） 都市の課題とスマートシティ導入による解決方法 

上記ビジョンにおいて、以下の 3 点が課題として挙げられる。 

①都市 OS などを活用したサービスを提供しているが、分野単位での利活用にとどまり、分野

横断的なデータ連携が進んでいない状況にある。 

②各分野で収集された様々なデータを分野横断的かつ複層的に視覚化・分析できる環境がない。 

③分野横断したデータ等を用いて、行政施策への反映やまちづくり計画の高度化・効率化を促

進できていない。 

ビジョンの実現に向けて、①～③の課題があることから、都市 OS 等のデータ（静的なデータ

（ハザードマップ等の地図情報）やリアルタイム性の高いデータ（センサーデータ等の IOT情報）

とまちづくり計画情報の連携を実施し、それらの情報を分野横断的に一元的に管理しながら複層

的に視覚化・分析できる環境の検討・開発・実証を行い、各施策・サービスの効率化・高度化を目

指す。加えて、分野横断したデータの利活用のためプラットフォームに深化させ、産官学金労言

の連携を加速していく。 
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（３） コンソーシアムについて（公募資料等から記載） 
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２．目指すスマートシティとロードマップ 

（１） 目指す未来 

本市は、平成 27 年に国家戦略特区に指定を受け、令和 4 年 1 月に東北大学や民間企業

約 60 社とともに、「仙台市×東北大学スーパーシティ構想推進協議会」を設立した。令

和 5 年 10 月には、「仙台市×東北大学スマートフロンティア協議会」に改称し、これま

で以上に様々な分野においてチャレンジングな取り組みに挑み、仙台の未来を切り拓く

スマートシティのフロンティア（最先端）となることを目指している。 

当協議会は、本市のまちづくりの理念である「挑戦を続ける、新たな杜の都へ“The 

Greenest City”SENDAI」の実現に向けて、仙台市×東北大学スマートフロンティア戦

略 ver2.0 を策定し、データ連携による先端的なサービス創出やそれに伴う規制改革の提

案などによって、仙台・東北の未来を切り拓いていくことを目的としており、当協議会

として次の基本理念を掲げている。 

 

【基本理念】 

１ 若者が挑戦できる・したくなるまちづくり 

２ 持続可能なまちづくり 

３ インクルーシブなまちづくり 

 

これらのスマート化において、東北地域のモデルとなり、仙台・東北の未来を切り拓く

フロンティアを目指す。 

 

この基本理念のもと、令和 3 年度データ連携基盤の構築、令和 4 年度にデジタル田園

都市国家構想交付金（デジタル実装タイプ）TYPE2 に採択、令和 6 年度に国交省の地域

公共交通確保維持改善事業費補助金（自動運転社会実装推進事業）に採択受けるなど、

仙台市のスマートシティ化によるまちづくりを進めてきた。それらの個別事業は、当協

議会内の 4 の分科会（ゼロカーボンシティ、ウェルネス、まちの活性化・回遊、まちの

レジリエンス（令和７年度 4 月時点））と、分野横断型のワーキンググループをそれぞれ

組成・運営し、各テーマにおける地域課題の解決に向けて取り組みの深化・高度化を図

っている。 

最終的には、人口減少の中でも各サービスの持続可能性を担保しつつ、市民一人ひとり

が、それぞれのニーズに合った都市生活及びサービスを持続可能な形で享受できるよう

にすることで、「本市がもつ都市としての利便性と地域の豊かさの融合」と「持続可能な

環境・社会・経済の構築」されたスマートシティの実現を目指している。 
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（２） ロードマップ 

R7 年度実証事業のスケジュール 

 

 

本格導入までのスケジュールおよび中長期的な展望 

 

 

（３） KPI（令和 7年度） 

 

検証項目（KPI） 検証方法 目標 概要 

サービスの需要性 アンケート 70％ 
関係各課・利用者等に対して

アンケートの実施 

まちづくり計画への高度化に資

する項目による作業効率化割合 
アンケート 15％ 

関係各課・利用者等に対して

アンケートの実施 

AI 判定結果による作業効率化

割合 
アンケート 15％ 

関係各課・利用者等に対して

アンケートの実施 

サービス上に重ね合わせられる

レイヤーの総数 
UI 5 件 

プロトタイプ上に重ね合わせ

られる層（データ）を測定 

サービス上に使われる静的デー

タ数 
UI 10 件 

プロトタイプ上にインプット

するデータを測定 

サービス上に使われる動的デー

タ数 
UI 1 件 

プロトタイプ上にインプット

するデータを測定 
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３．実証実験の位置づけ 

（１） ロードマップの達成に向けた課題 

まちづくりの様々な分野（防災・環境、子育て・教育、健康・福祉、交通、観光、エネル

ギー等）において、地域課題の解決に資するデジタル技術を積極的に取り入れるとともに、

そこから得られたデータを産学官が横断的に利活用し、更なるサービスの充実化に取り組ん

でいる。 

仙台市においては、令和３年度「データ連携促進型スマートシティ推進事業（総務省）」に

採択を受け、データ連携基盤を構築し、人流データの取得から取り組みを開始した。その後、

デジタル田園都市国家構想交付金 TYPEⅡに採択を受け、データ連携基盤を活用したサービ

スを実装したところである。しかし、現在に至るまで、さまざまなサービスで利用している

データは分野単位での利活用にとどまり、分野横断的なデータ連携が進んでいない状況であ

る。今後、サービスとしてどのように異分野連携を実施し、付加価値を高めていくかが課題

である。 

また、仙台市内部では、これらのサービスで取得したデータを広く民間事業者等に利用し

てもらうために一部をオープンデータ化し、データ連携基盤で取得できるようにしているが、

そのデータ等を含んだ様々なデータを本市職員が自ら組み合わせて複層的に重ね合わせる環

境がなく、オープンデータ化までに留まるのが現状である。また、本市が導入している GIS

サービスは、データ連携基盤と接続しておらず、また分野横断的かつ複層的に視覚化できる

機能がないこともあり、利活用可能な環境の整備が整っていないことも課題である。加えて、

そういった環境がないことで、各業務所管課にて必要なデータを自ら収集したうえで分析す

るケースや外部委託にて分析するケースも発生しており、こういった環境が整備されること

で、自ら収集実務等が削減され、まちづくり計画の策定の効率化・高度化が期待できるので

はないかと考える。したがって、達成に向けた問題は次のとおりである。 

①都市 OS などを活用したサービス図 1 を提供しているが、分野単位での利活用にとどま

り、分野横断的なデータ連携が進んでいない状況にある。 

②各分野で収集された様々なデータを分野横断的かつ複層的に視覚化・分析できる環境が

ない。 

③分野横断したデータ等を用いて、行政施策への反映やまちづくり計画の高度化・効率化

を促進できていない。 
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図 データ連携基盤システム構成 

 

（２） 課題解決に向けた本実証実験の目的・意義・位置づけ 

 今回の実証実験の目的は、次のとおりである。 

本実証実験では、上記背景を踏まえ、都市 OS 等のデータ（静的なデータ（ハザードマッ

プ等の地図情報）やリアルタイム性の高いデータ（センサーデータ等の IOT 情報）とまちづ

くり計画情報の連携を実施し、それらの情報を分野横断的に一元的かつ複層的に視覚化・分

析できる環境の検討・開発・実証を行い、まちづくり計画等をはじめとした施策検討の高度

化に資するデータ・内容の把握や生成 AI 等の有効性を検証することを目的とする。 
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４．実験計画 

（１） 実験で検証したい仮説 

上記目的達成のための課題に対する仮説は次のとおりである。 

 

仮説１：行政職員が求める内容・情報等を満たす分野横断的なデータ連携された付加価値の

事例創出ができる。 

仮説２：市民/行政職員にリアルタイム性の高いデータ（センサーデータや人流データ等）の

提供価値や情報の有効性を検証できる。 

仮説３：生成 AI 等を活用した視覚化・分析できる環境による新たな気づきの有効性などを図

るサービスの実証実験等が実施できる。 

仮説４：まちづくり計画等の施策検討の効率化・高度化に必要な情報やそれらの視点を収集

できる 

 

 

【仮説１】 

行政職員が求める内容・情報等を満たす分野横断的なデータ連携された付加価値の事例創出

ができる。 

 

 上記仮説について、内閣府科学技術・イノベーション推進事務局スマートシティ施策のロ

ードマップに記載のある通り、分野ごとのデータ連携基盤の整備が進められてきた一方で、

今度は、分野間を横断した市民目線でサービス提供される必要があるとしている。 

 仙台市においても、IOT・センサーデータに強みを持つ FIWARE と呼ばれるデータ連携基

盤の構築後、「人流」や「浸水データ」などを活用したサービスの実証・実装を行ったところ

であるが、それらは分野間を横断するところまで至っていないのが現状である。それらを分

野間連携まで至らない理由として、さまざま考えられるところであるが、一つ目として分野

間を横断したデータをレイヤー単位で複層的に掛け合わられる環境がないことがあげられる。

そういった環境を当該実証実験で整備することで、今まで出来ていなかった分野横断が促進

されることで、よりよい連携手法が編み出されることを期待する。 
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【仮説 2】 

市民/行政職員にリアルタイム性の高いデータ（センサーデータや人流データ等）の提供価値

や情報の有効性を検証できる。 

 

上記仮説について、リアルタイム性の高いデータは、施策の反映・改善の意思決定等に必

要であると捉えられている一方で、そのリアルタイム性の高いデータの提供へのコスト負担

や、そのデータが必要な施策やそのデータの有効性を検証できていない状況である。 

 それらのリアルタイム性の高いデータに対するニーズ等を当該実証実験で提供することに

よる価値を実際に職員/市民からヒアリング等を実施し、それらのデータの提供価値を図る材

料になることを期待する。 

 

【仮説３】 

生成 AI 等を活用した視覚化・分析できる環境による新たな気づきの有効性などを図るサ

ービスの実証実験等が実施できる。 

   

  生成 AI は、初期はルールベースや統計的手法に基づいた技術として発展してきました

が、2010 年代後半からの深層学習の進展により、大規模言語モデルや画像生成 AI などが

登場し、飛躍的な進化を遂げている。特に ChatGPT をはじめとする対話型 AI は、自然な

言語生成能力を持ち、教育、ビジネス、創作など多様な分野で活用されているところ。今後

はさらなる高性能化が期待される一方、著作権、プライバシー、フェイク情報の拡散といっ

た社会的・倫理的課題にも対応が求められている。生成 AI を利用する場合の課題は次のと

おりである。 

1. 情報の正確性・信頼性の確保 

生成 AI は誤情報や事実と異なる内容（いわゆる「幻覚」）を生成することがあります。

行政文書や案内に誤りがあると、住民への影響が大きいため、正確性の検証体制が不可

欠です。 

2. 個人情報・機密情報の取り扱い 

住民の個人情報や行政の内部情報を含むデータを AI に入力する際、情報漏洩のリスク

があります。セキュリティ対策や、クラウド利用におけるデータ管理の明確化が求めら

れます。 

3. 公平性と透明性の確保 

行政はすべての住民に公平である必要があります。生成 AI が偏った回答や差別的な表

現を生成した場合、行政の信頼が損なわれるおそれがあります。また、AI の出力根拠が

不透明なことも課題です。 

4. 人材・スキル不足 

AI の活用には専門的な知識や運用能力が必要です。自治体や省庁には IT 人材が不足し

ており、導入や運用に課題があります。 

5. 責任の所在 
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AI の出力に基づいて意思決定や案内を行った場合、誤りがあったときの責任の所在が曖

昧になります。明確な運用ルールや責任体制が必要です。 

   こういった課題を踏まえ、行政利用できるケースや段階的なサービス導入など、生成

AI の活用可能性を検討することを期待する。 

 

【仮説４】 

まちづくり計画等の施策検討の効率化・高度化に必要な情報やそれらの視点を収集できる。 

   

  仮説１に記載したとおり、仙台市において複層的に重ね合わせる環境がない一方で、内

部関係各課が独自で重ね合わせたいものをそれぞれで委託等によって実施している事例

もある。当該実証実験によって、それぞれの業務に沿うような最適なサービスになること

で、それぞれのまちづくり計画の効率化・高度化される点や必要な情報・データが判明す

ることを期待する。 
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（２） 実験内容・方法 

１） 【職員向け】複合データの利活用を通じた高度な施策サイクルの実現 

 

 サービスについては、次のとおりを想定している。 

  ターゲット：市役所内部職員 

  内容及び機能：静的なデータやリアルタイム性の高いデータを都市 OS との連携によっ

て一元的に可視化し、まちづくり計画等の施策検討の高度化を実現でき

るサービス 

 

①モックの作成 

 次のとおりモックを作成する。 

 

図 1 職員向けサービスイメージ図 

 

取り込んだデータをレイヤーとして地図上に重ね合わせて表示することで、まちづくり計

画に活用する。また、職員が地図上で任意に指定したエリアに対して、本市が保有する情報

を事前に読み込ませた生成 AI から回答を得ることで、新たな気付きを得られる仕組みの構

築を目指す。本実証では、生成 AI に対しプロンプトチューニングを行い、生成 AI の回答が

実用できるレベルの回答であるかどうかについて、職員による検証を行う。 

 

実証サービスに搭載する機能を以下に示す。 

 

(ア) 取り込んだデータの可視化機能 

取り込んだデータをチェックボックス等で選択し、地図上に複数レイヤーを重ね合わ

せる機能。 

  
ア 

イ

） 

ウ 
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(イ) 範囲選択機能 

地図上で生成 AI 問合せ機能の対象範囲を指定する機能。 

 

(ウ) 生成 AI 問い合わせ機能 

範囲選択機能によって指定されたエリアに対して生成 AI へ問い合わせを行うことで、

表示レイヤーやインターネット上の公開情報等をもとに当該エリアの傾向や注意事項等

について回答させる機能。 

 

 

②市役所内部に対して、モックの提供及びアンケート実施 

 利用が想定される市役所内部に、モックを提供したうえで次のとおり意見照会する。 

 

(ア) モック版の提供 

・市役所内部のみアクセスできる環境にて、市役所職員内部に提供 

(イ) 意見照会 

・モック版の改善のため、意見照会を実施。 

・目的、仮設や KPIを含んだ内容で当該モックに対して意見照会 

・利用が想定される部署に対して、個別に回り、利用シーンなどを説明し、意見照会す

る。 

(ウ) モック版の改善 

・意見照会をもとに、モック版を更新・改善する。 

(エ) 効果検証 

・照会結果をもとに効果検証、課題などを把握する。 
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２） 【市民向け】行政ポータルの普及促進 

 

   ターゲット：市民 

   内容及び機能：市民が日常生活に必要な情報を地図上に掲載するサービス。 

          

 

①モックの作成 

 次のとおりモックを作成する。 

 

 
図 2 市民向けサービスイメージ図 

 

取り込んだデータの中から市民生活の向上に資する情報を表示し、市民生活の向上につなげ

る。 

実証サービスに搭載する機能を以下に示す。 

 

(ア) 取り込んだデータの可視化機能 

市民生活の向上に資する情報を地図上に表示する機能。 

 

(イ) 位置情報取得・保持機能 

利用者の位置情報を取得し、現在地の情報が表示・保持する機能。 

 

 

②市民に対して、モックの提供及びアンケート実施 

利用が想定される市民に、モックを提供したうえで次のとおりアンケートを実施する。 

 

(ア) モック版の提供 

・市民に対して、モックを提供したうえで、当該サービスへのアンケート実施と同時並
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行で、利用者情報（位置情報等）を取得 

 

(イ) アンケート収集 

・目的、仮設や KPIを含んだ内容で当該モックに対してアンケートを実施する。 

 

(ウ) 効果検証 

・照会結果をもとに効果検証、課題などを把握する。 

 

 

※参考 （２）－１と（２）－２のデータ連携イメージ 

 

図 3 サービス概略図 
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３） スケジュール 
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（３） （参考）ガイドライン及びアンケート 

１） 職員向けガイドライン 
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２） AW3D版ガイドライン 
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３） ナレッジデータ一覧 

 

 

 

 

項番 文書概要 文書名

1 公園に関するデータ 仙台市公園マネジメント方針

2 公園に関するデータ 仙台市街路樹マニュアル

3 公園に関するデータ 仙台市公園施設総合改修計画

4 公園に関するデータ 仙台市街路樹更新計画

5 公園に関するデータ 仙台市街路樹健全度調査マニュアル

6 公園に関するデータ 公園の屋外トイレ設置基準

7 公園に関するデータ 仙台市みどりの基本計画

8 仙台市舗装補修に関するガイドライン 仙台市舗装補修に関するガイドライン

9 法令・条例 文化財保護法

10 法令・条例 農地法

11 法令・条例 農業振興地域の整備に関する法律

12 法令・条例 道路法

13 法令・条例 道路交通法

14 法令・条例 土地区画整理法

15 法令・条例 土壌汚染対策法

16 法令・条例 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律

17 法令・条例 都市緑地法

18 法令・条例 都市計画法

19 法令・条例 杜の都の風土を育む景観条例

20 法令・条例 鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律

21 法令・条例 地すべり等防止法

22 法令・条例 測量法

23 法令・条例 騒音規制法

24 法令・条例 仙台市風致地区内における建築等の規制に関する条例

25 法令・条例 仙台市杜の都の環境をつくる条例

26 法令・条例 仙台市造成宅地滑動崩落防止施設の保全に関する条例

27 法令・条例 仙台市環境影響評価条例

28 法令・条例 仙台市火災予防条例

29 法令・条例 生産緑地法

30 法令・条例 深沼漁港区域の管理に関する要領

31 法令・条例 森林法

32 法令・条例 振動規制法

33 法令・条例 自然公園法

34 法令・条例 自然環境保全法

35 法令・条例 港湾法

36 法令・条例 広瀬川の清流を守る条例

37 法令・条例 県立自然公園条例

38 法令・条例 建築基準法

39 法令・条例 建設工事に係る資源の再資源化等に関する法律

40 法令・条例 景観法
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項番 文書概要 文書名

41 法令・条例 急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律

42 法令・条例 宮城県地盤沈下防止対策要綱⇒公害防止条例

43 法令・条例 宮城県自然環境保全条例

44 法令・条例 宮城県温泉保護対策要綱

45 法令・条例 環境影響評価法

46 法令・条例 海岸法

47 法令・条例 河川法施行令

48 法令・条例 河川法

49 法令・条例 温泉法

50 法令・条例 協議事項チェックシート

51 仙台の都市計画 仙台の都市計画2023
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４） レイヤー一覧 

 

項番

1
2
3
4
5 道路台帳 認定網図
6 地形DM
7
8 平成31年度基本図
9 令和02年度都市計画基本図
10 平成28年度基本図1
11 平成28年度基本図2
12 平成28年度基本図3
13 平成28年度基本図4
14 平成28年度基本図5
15 平成28年度基本図6
16 平成28年度基本図7
17 用途地域
18 都市計画区域
19 市街化区域
20 高度地区
21 地区計画等
22 都市施設
23 市街地開発事業
24 市街化調整区域内建築規則
25 仙台市災害危険区域条例
26
27
28 高木樹
29 中木樹
30 低木樹
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42
43
44
45 令和7年度熊出没情報
46 令和6年度熊出没情報
47 令和5年度熊出没情報
48 令和4年度熊出没情報
49 令和3年度熊出没情報
50 令和2年度熊出没情報

町丁名別人口データ

事業所内保育事業
小規模保育事業
認定こども園
小学校区
中学校区
植生図

中学校
子育て支援施設
児童館・児童センター

街路樹データ

公園
仙台市公園位置図

福田町ワンコインセンサー

くま出没情報マップ

市役所・区役所・証明発行センター
保育所
幼稚園
小学校

要望・苦情データ（kintone）

レイヤー

都市計画情報

[AW3D]水

[AW3D]建造物（広域）
[AW3D]植生
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項番

51 家屋倒壊等氾濫想定区域（氾濫流）
52 家屋倒壊等氾濫想定区域（河岸侵食）
53 内水浸水想定区域
54 平成６年９月22日　浸水箇所
55 シミュレーション実施地区
56 土地区画整理事業等地区
57 津波浸水想定
58 津波避難エリア
59 土砂災害警戒区域（土石流）
60 土砂災害警戒区域（急傾斜地の崩壊）
61 土砂災害警戒区域（地すべり）
62 指定避難所
63 地域避難場所
64 広域避難場所
65 福祉避難所
66 津波避難施設
67 津波避難場所
68 市役所・区役所・証明発行センター
69 病院
70 消防署・消防出張所
71 コミュニティー防災センター
72 消防団機械器具置場
73 簡易型防災資機材倉庫
74 津波情報伝達システム屋外拡声装置
75 災害応急用井戸

災害時情報

土砂災害区域

家屋倒壊区域

内水浸水区域

津波区域

レイヤー
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５） 職員向けアンケート 
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32 
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６） 市民向けアンケート 
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５．実験実施結果 

（１） 職員向け実証実験 

１） 全体職員向け実証 

① 実証概要 

職員向け実証実験の概要は以下のとおりである。 

実証期間 2025 年 11 月 12 日～2025 年 12 月 26 日（31 日間） 

合計AI問い合わせ実行回数 317 回 

対象者 こども若者局、都市整備局、まちづくり政策局、健康

福祉局建設局、環境局、財政局、経済局、都市整備局、

等 

計 56 名 

利用サービス SendaiSmartAtlas ※実証実験用サービス 

 

② 実証方法 

まちづくり計画等の施策検討におけるレイヤーの組み合わせの有効性を確認する観点に

おいて、各課からヒアリングした対象業務に関するレイヤーデータならびにナレッジデー

タを事前に登録し、ユーザーが選択した複数のレイヤー情報に対して、事前に登録したナ

レッジデータを踏まえ、ユーザーからの施策検討に関する質問への AI の回答精度を検証

した。効果検証としては実証参加者へのアンケートにより評価する。 

 

 

図 AI 回答イメージ 
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また、生成 AI の可能性を検証する取り組みである観点においては、LLM※１（大規模

言語モデル）2 種類および Embedding モデル※２（埋め込みモデル）2 種類を組み合わせ

た複数の RAG※３構成を用意し、複数の組み合わせを選択可能とすることでコストとレス

ポンス速度の観点も踏まえた業務における生成 AI の有効性を確認した。 

確認方法としてはユーザーからの評価ならびに回答率とする。回答率とは AI が質問に対

して回答できた割合とする。AI が回答できない質問に対しては固定文言「具体的な情報は

見つかりませんでした。」を回答に含むよう設定している。回答率としては質問に対して前

述の固定文言が含まれていない回答の割合とする。 

※1. LLM（Large Language Model：大規模言語モデル）とは、大量の文章データを学習することにより、

文章生成や質問応答などを行うことが可能な AI モデルである。本サービスにおいては、ユーザーか

らの質問内容を理解し、取得した情報を基に回答文を生成する機能を担う。 

※2. Embedding モデル（埋め込みモデル）とは、文章の意味的な関連性を解析し、類似する内容の文章

を検索するために利用される AI モデルである。本サービスでは、ユーザーからの質問内容と、あら

かじめ用意した資料やデータの内容を比較し、関連性の高い情報を抽出する機能を担う。 

※3. RAG（Retrieval Augmented Generation：検索拡張生成）とは、LLM による文章生成と、Embedding

モデルによる情報検索を組み合わせた仕組みである。ユーザーからの質問に対し、まず関連する資料

やデータを検索し、その結果を基に LLM が回答を生成する。これにより、AI が事前に学習した知

識に加え、組織が保有する資料や最新の情報を参照した回答を生成することが可能となる。 

 

 

図 職員向け実証サービス画面  
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③ 検証結果 

(ア)まちづくり計画等の施策検討におけるレイヤーの組み合わせの有効性 

まちづくり計画等の施策検討におけるレイヤーの組み合わせの有効性について、実

証参加者に対するアンケート結果は以下のとおりである。 

 

 

図 まちづくり計画に関する検討など業務の効率はどの程度向上すると思うか（n=56） 

 

86%の職員が業務効率が向上すると回答しており、まちづくり計画等の施策検討におけるレ

イヤー組み合わせサービスによる有効性が確認できた。 

 

表 アンケート回答内容（業務の効率はどの程度向上すると思うか）の一例 

回答 回答理由 

50%以上向上 停留所検討等の際に道路台帳レイヤーが有用であったため。 

50%以上向上 道路台帳の３D 化により、現地の状況が分かりやすくなった。 

30％程度向上 レイヤーの重ね合わせが有用だという感触と視覚的に GIS と

比較しても見やすさ・作業のしやすさが感じられた。 

20％程度向上 複数の要素を重ね合わせる作業を自動化することで省けた手

間がこのくらいの印象であった。 

10％程度向上 現状では動作がやや重く、利便性を感じづらいのかもしれな

い。 

 

 複数データを組み合わせる作業に負担を感じているという仮説を立てて実証を実施したが、仮

説は実課題であること、ならびに今回の実証サービスのようなレイヤーの重ね合わせサービスに

よる視覚的な作業のしやすさにより業務効率の向上が期待されるという結果を得られた。今回は

市全体に対してアンケートを行っていることから本サービス上で提供している情報に関連する業務に

携わっている職員は高い割合で業務効率が向上すると回答し、関連業務に携わっていない場合は向上
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率が低いと回答したと考えられる。また、業務効率向上においては動作の重さがに対する指摘が

あるため、ログイン機能を持たせることでユーザーの属性に必要なレイヤーに絞って表示するな

どデータの軽量化や、ローディング中の表示をするといった UX 面での工夫など、今後のサービ

ス化に向けて改善方法を検討したい。 

 

(イ)生成 AIの可能性 

ア） 回答率 

生成 AI の可能性について、LLM（大規模言語モデル）と Embedding モデル（埋め込み

モデル）の組み合わせの回答率は以下のとおりである。 

 

表 LLM と Embedding モデルの組み合わせごとの回答率 

 

※それぞれの検証モデルの特徴は以下の通り。 

A：LLM（精度：低、コスト：低） 

B：LLM（精度：高、コスト：高） 

C：Embeddingモデル（精度：高、コスト：高） 

D：Embeddingモデル（精度：低、コスト：低） 

 

    サービス全体の回答率は 91.7％と高かった。LLM（大規模言語モデル）と Embedding

モデル（埋め込みモデル）の組み合わせごとの回答率についても全体の回答率との大きな

差はなく、どの組み合わせでも一定の回答率を確保できたといえる。 

 

イ） ユーザー満足度 

業務における本サービスの必要性に関するアンケート結果は以下のとおりである。 

 

 

図 業務における本サービスの必要性（n=56） 
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本サービスが業務において必要であると回答したのは 49%であった。市全体に対して実証

実験を行っていることから、サービスに掲載しているデータが関連していない業務に携わっ

ている職員は必要性を感じないという回答になったと考えられる。非常に必要であるという

回答も 12%いることから、今後のサービスの展開として、マップと AI の掛け合わせがマッ

チする業務やユースケースを想定した機能を拡充することで業務の効率化を図る必要があ

る。 

 

サービス利用時にユーザから送信された満足度ボタン（Good と Bad）の回答状況は以下の

とおりである。 

表 評価ボタン件数 

 

 

評価実施率は 13%であり、そのうち Good と Bad の評価件数はほぼ同一であることから

明確な偏りは確認できなかった。任意形式の評価の場合、一般的に強い感情を持つユーザー

に回答が偏る傾向があるとされているが、今回は市全体に対してヒアリングを行っているこ

とから本サービス上で提供している情報に関連する業務に携わっている職員のみが回答した

と考えられる。サービス上で支持されている部分と改善の余地がある部分が存在すると考え

られるため、Good 評価と Bad 評価についてそれぞれ以下に分析する。 

  

件数 割合

評価なし 284 87.4%

Good 21 6.5%

Bad 20 6.2%
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Good 評価の質問について分析する 

 

表 Good 評価をされた質問回答の一例 

項

番 

質問 回答 選択レイヤー 

1 範囲指定に

大規模集客

施設の立地

は可能です

か？ 

指定された範囲内には商業地域が含まれているため、大規模集客施設

の立地が可能な可能性があります。ただし、「大規模集客施設制限地区」

に該当しないか確認が必要です。また、他の用途地域では規制が厳しい

場合があるため、具体的な計画に応じて詳細な確認が必要です。都市機

能の適正な立地誘導の観点から、周辺環境との調和も考慮することが

重要でしょう。 

用途地域 

2 この範囲内

で建物高さ

は最大何メ

ートルまで

建 設 で き

る？ 

この範囲内では、建物の最低限の高さは地盤から 7 メートル以上と定

められています。具体的には、都市計画道路沿いの「最低限高度地区」

に指定された区域では、建物の高さが 7 メートル以上となります。ま

た、一部の「第 1 種高度地区」では最高高さが 20 メートル、「近隣商

業地域」では最高高さが 10 メートルと制限されています。このように、

地域によって建物の高さ制限が異なるため、建設計画の際は事前に確

認が必要です。 

町丁名別人口デ

ータ 

3 範囲指定し

た地域にお

いて、児童セ

ンターの数

は妥当です

か。 

指定された地域には 1 つの児童センターがあり、これは人口 26,339人、

面積 1.69km2 の高密度な都市部としては妥当な数と考えられます。児

童センターは子どもの遊びや学習、交流の場として重要な役割を果た

しており、この地域には 3 つの保育所と 1 つの小学校もあることから、

子育て支援施設のバランスが取れていると言えます。ただし、16,845 世

帯という世帯数を考慮すると、将来的には需要の増加に応じて施設の

拡充や機能の強化を検討する余地があるかもしれません。また、公園整

備の方針として「日常的な憩いの場」が求められていることから、児童

センターと公園の連携を強化し、子どもの遊び場としての機能を充実

させることも検討に値するでしょう。 

児童館・児童セ

ンター , 子育て

支援施設 , 保育

所 , 小学校 , 保

育所, 小学校区, 

中学校区 , 市役

所・区役所・証明

発行センター , 

公園位置図 

 

Good 評価がされた質問は、指定範囲の利用条件や施設数の妥当性に関する質問が多かったが、質

問の意図を正確に理解した回答ができていた。また、質問内容以外にも実際に対応する場合の注

意点や、ユーザーが選択したレイヤーから関連のある地域特性も含めた回答ができていた。 

また、アンケート結果でも以下の通り新たな気付きを得られたという回答が得られた。 

 

表 実証サービスを通じて生成 AI から得られた「新たな気付き」件数の回答結果 

 

  

回答 件数
新たな気付きが3～5件 5
新たな気付きが1～2件 15
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 Bad 評価の質問について分析する 

 

表 Bad 評価をされた質問回答の一例 

項

番 

質問 回答 選 択 レ イ

ヤー 

1 このエリアの 5 歳

未満の児童数は？ 

指定されたエリアの 5 歳未満の児童数に関する具体的なデータは見つ

かりませんでした。ただし、このエリアの総人口は 30,551 人、世帯数

は 19,456 世帯であることが分かっています。人口密度は 1 平方キロメ

ートルあたり 14,078.8 人と非常に高く、都市部の特徴を示しています。

5 歳未満の児童数を推定するには、より詳細な年齢別人口統計が必要で

す。 

町 丁 名 別

人 口 デ ー

タ 

2 この地区は人口に

対して公園数は適

正？ 

この地区の人口（13,117 人）に対する公園数の適正性を直接判断する

データはありませんが、仙台市全体では 1,846 箇所の都市公園が開設

されています。ただし、公園の適正性は単純な数だけでなく、配置バラ

ンスや地域ニーズも考慮する必要があります。仙台市では公園の量は

一定程度確保されていますが、地域による偏りがあるため、この地区の

状況を個別に評価する必要があるでしょう。また、公園の質や機能（防

災、健康増進など）も重要な要素です。 

用途地域 

 

項番 1 は事前に登録するナレッジデータ不足により回答ができなかった。レイヤー名から連想さ

れるデータ内容と、実際に登録されているナレッジデータ内容に乖離があったと考えられる。 

項番 2 はユーザー側でのレイヤー選択が不足しており回答ができなかった。今回の実証実験にお

いてはユーザー側で選択したレイヤーの情報が AI に連携され回答を生成する仕様になっていた

ため、ユーザー側で問い合わせ内容に関連するレイヤーを選択しなかった場合に回答が生成でき

なかった。 

 

以上のことから、今後のサービス化においては以下の機能検討をする必要がある。 

・ユーザー側で問い合わせしたい内容に対する情報が含まれていない場合、それを回答に含める

機能 

（例：町丁名別人口データには年齢別の人口は含まれていないため回答できません） 

・ユーザーの質問内容に対して必要な情報を AI 側で判定し、レイヤーを自動選択する機能 

 

Good 評価の質問と、Bad 評価の質問を比較して分析すると、Good 評価の質問はプロンプトで設

定した生成 AI の立場と整合性が高いものが多く、Bad 評価の質問はその立場からの回答が難し

いものが多かった。サービス化の際には運用対応としてユーザーの使い方を分析してサービスの

チューニングを行ったり、ユーザーの AI 活用リテラシーを高めるためのセミナーや勉強会を実

施し、使い方・使われ方の両軸から改善を行うことで回答率を向上させ、施策検討立案の活用を

図れるようにしたい。  
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回答できなかった質問について分析する。 

 

表 回答できなかった質問回答の一覧 

項

番 

質問 回答 選択レイヤ

ー 

1 騒音規制法の指

定地域を教えて 

仙台市の騒音規制法の指定地域について具体的な情報は見

つかりませんでしたが、都市計画における用途地域指定か

ら推測できます。第一種低層住居専用地域、第二種中高層住

居専用地域、第一種住居地域、第二種住居地域などの住居系

地域が騒音規制の対象になっている可能性が高いです。ま

た、近隣商業地域や商業地域も含まれる可能性があります。

詳細は仙台市の環境局や都市整備局に確認することをお勧

めします。騒音規制と景観保護の観点から、これらの地域指

定が相互に関連している可能性があります。 

町丁名別人

口データ 

2 この地域に保育

園はありますか 

この地域に保育園があるかどうかについて、具体的な情報

は見つかりませんでした。しかし、仙台市は都市計画におい

て公園や緑地の整備を進めており、人口密度が高い地域で

は、保育園などの生活関連施設が設置されている可能性が

あります。地域の詳細な施設情報を確認するには、仙台市の

公式ウェブサイトや地域の情報源を直接調べることをお勧

めします。また、この地域の都市計画や緑地整備の状況を考

慮すると、将来的に保育園が設置される可能性もあるかも

しれません。 

町丁名別人

口データ 

3 範囲内で、建物

の一部又は全部

がハザード（土

砂災害警戒区域

等や河川の洪水

浸 水 想 定 区 域

等）内にある指

定避難所はあり

ますか？ 

指定された範囲内で、ハザードエリア内にある指定避難所

の有無について具体的な情報は見つかりませんでした。た

だし、仙台市では近年の大雨被害を受け、水災対策として

「流域治水」の考えが示されています。避難所の安全性を確

保するため、ハザードマップの確認や避難経路の見直しが

重要かもしれません。 

洪水浸水想定

区域（想定最大

規模）,  家屋

倒壊等氾濫想

定区域（河岸侵

食）, 津波避難

エリア , 土砂

災害警戒区域

（土石流）, 指

定避難所 , 土

砂災害警戒区

域（急傾斜地の

崩壊）, 地域避

難場所 

4 仙台市役所に近 仙台市役所周辺の幼稚園に関する具体的な情報は見つかり 幼稚園, 保育
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い幼稚園を探し

たいです。 

ませんでした。ただし、仙台市役所は仙台駅から北西約

1.2km の官庁・行政の中心地に位置しています。この地域

には勾当台公園という近隣公園があり、多くの市民に親し

まれています。幼稚園を探す際は、この周辺エリアを中心に

調査するとよいかもしれません。また、仙台市の教育局に直

接問い合わせることで、より詳細な情報を得られる可能性

があります。 

所 

 

項番 1 は事前に登録するナレッジデータ不足により回答ができなかった。実証実験という特性上、

質問内容を各課にヒアリングした結果を元に AI の回答に必要なデータを事前に登録していたが、

ヒアリング結果範囲外での質問だったため回答できなかった。 

項番 2 はユーザー側でのレイヤー選択が不足しており回答ができなかった。今回の実証実験サー

ビスはユーザー側で選択したレイヤーの情報が AI に連携され回答を生成する仕様になっていた

ため、ユーザー側で問い合わせ内容に関連するレイヤーを選択しなかった場合に回答が生成でき

なかった。 

項番 3 は回答に必要なナレッジデータの登録、ならびにレイヤーの選択もされているが、レイヤ

ー同士の関係性を検索する機能を有していないために回答できなかった。 

項番 4 はユーザー側で範囲選択ができていなかったため回答できなかった。実際の選択範囲は以

下の通りであり、指定範囲がかなり狭くなっていた（点が重なっている）。今回の実証実験におい

てはユーザー側で選択した範囲に対する回答を生成する仕様となっており、範囲選択がされなか

った場合に回答が生成できなかった。また、今回の事例に関しては問い合わせ内容に建物名が含

まれているが、サービスの仕様上その建物が選択範囲に含まれている必要があるため、前述の理

由に加え回答が生成できなかった理由となる。 

 

 

以上のことから、今後のサービス化においては以下の機能検討が必要と考える。 

・ユーザー側で問い合わせしたい内容に対するナレッジデータを登録できる機能 

・ユーザーの質問内容に対して必要な情報を AI 側で判定し、レイヤーを自動選択する機能 

・選択範囲が AI 回答できる面積に達していなかった場合にエラーとする機能  
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２） 道路部門へのアンケート 

① アンケート調査概要 

調査日 令和 7 年 11 月７日 

調査対象者 道路管理関係者（各区含む）  

調査手順 ・サービス内容の説明 

実証で提供した地図×AI サービスの概要（レイヤー表示、

生成 AI による回答、検索機能等）を職員へ説明。 

↓ 

・アンケート記入 

その場でアンケートへ回答を記入してもらった 

回答形式は自由記述とし、率直な意見を収集した。 

設問構成 以下の項目を自由記述形式の質問で構成 

・レイヤー表示に関する要望 

・AI に回答してほしい項目に関する要望 

・その他 

回収数 １２件 

 

② レイヤー表示に関する要望 

・アンケートから、多くの職員が追加したい地図レイヤーや見やすさ改善を求めていた。 

項番 表示したいデータの主な要望 

1 河川・水路・農業施設の情報（秋保地域特有） 

2 受命工事の場所 

3 交通事故発生箇所 / 事故データベース（道路計画課データ） 

4 標識の位置情報 

5 街路樹・道路照明台帳（複数種類） 

6 特殊車両通行の交差点データ 

7 苦情の種類ごとの表示（苦情管理と連携） 

8 指定範囲内で多い苦情・要望の把握 

9 リアルタイム工事施工状況 

 

・データ整理に関する要望 

レイヤーが多く使いづらいので見やすくしてほしい 
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③ 生成 AI に回答してほしい内容 

    ・AI に期待されている判断・回答の方向性 

項番 生成 AI に対する具体的ニーズ 

1 舗装補修の優先順位を AI に示してほしい（複数回答あり） 

2 安全な通学路の抽出（新しい団地等） 

3 道路データをジャンル別に抽出（利活用しやすく） 

 

・AI 活用がイメージできないという声 

「AI に質問して回答を求める事項が思いつかない」という職員も一定数存 

→ AI 活用の“具体例の提示”や“教育”がまだ必要。 

 

④ その他の意見・気づき 

   ・ストリートビューのような現地状況を確認できる機能への期待 

・私道など「市で管理していない道路」の把握ニーズ 

・工事情報・苦情情報など他システムとの連携を求める声が強い 

 

⑤ 全体的な傾向まとめ 

各区・各担当からの意見を総合すると、道路維持管理におけるデジタルツール活用にはい

くつかの共通した傾向が見られる。まず、現場の判断に直結する「生の情報」へのニーズが

非常に強く、事故・苦情・補修履歴・工事状況といった現場情報レイヤーの拡充が求められ

ている。 

これらは日々の判断や優先度付けに不可欠であり、既存データだけでは足りないという声

が多い。また、AI 活用に対する期待も高まっており、特に「補修の優先順位判断」や「通学

路の安全性評価」など、従来は担当者の経験に依存していた高度な推論・判断を支援する機

能が求められている。データ抽出の効率化など、業務負担を減らす目的での AI 機能への期待

も大きい。 

一方で、「AI で何ができるのかまだイメージしにくい」という層も一定数存在しており、

AI リテラシーや活用段階に区ごと・担当ごとで差があることも明らかになった。 

さらに、現行のレイヤー構造が複雑であることが、ツールの“使いにくさ”につながって

いるという意見が多かった。レイヤー整理、UI 改善、検索性向上といった基本的な操作性の

改善は、どの区でも共通するニーズとなっている。 
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３） AW3D版ヒアリング 

AW3D 版ヒアリングでは、「１）全体職員向け実証」で利用したサービスのレイヤーに AW3D※

１データを追加し、仙台市様が保有するデータ等を組み合わせることでどのような価値や効果が見

いだせるか、業務の効率化や負担軽減に役立つかを業務課に対してヒアリングした。 

※1. AW3D とは、衛星画像を活用した最高 0.5m〜5m 解像度の高精細な全世界デジタル 3D 地図である、今

回レイヤーに追加した AW3D データは、建造物データ、植生図データ、水域データの３つのデータであ

る。 

 

 

⑥ ヒアリング概要 

ヒアリング日 第 1 回：令和 8 年 1 月 26 日 

第 2 回：令和 8 年 2 月 12 日 

ヒアリング対象者 第 1 回：環境共生課 1 名 

第 2 回：公園管理課 5 名 

ヒアリング手順 ・サービス内容の説明 

実証で提供した地図×AI サービスの概要（レイヤー表示、生成

AI による回答、検索機能等）と、新たに追加された AW3D レイヤ

ーを職員へ説明。 

 

・ヒアリング実施 

その場でサービスに関するヒアリングを実施。 

AW3D 搭載版サービスを業務で利用するにあたっての率直な意見

を収集した。 
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⑦ ヒアリング結果 

(1) 環境共生課 

植生図レイヤーとくま出没情報マップレイヤーの組み合わせが有効ではないかという

意見があった。ブナ、広葉樹など、クマの餌となりやすい植生との関係分析が可能になれ

ば植生分布とくま行動の「侵入ポイント推定」につなげられる可能性をあげられた。 

 また、公園内の伐採判断の根拠データにできるのではないかという意見があった。環

境共生課では現在公園台帳で樹木管理をしているが、植生図と組み合わせることで危険木、

餌場化しやすい樹種の把握が可能となり、伐採・樹木管理の科学的根拠付けに利用できる

可能性があるとのことだった。 

 

(2) 公園管理課 

以下のデータについて追加要望があった。 

   ・樹幹 90cm 以上の木 

・低木・高木の区別 

・1 本ずつの樹頂点 

・品種 

・植栽面積 

位置、本数、樹種が業務上で最重要なデータであることから、位置特定に必要な樹頂点

や、樹木の詳細情報についてニーズがあった。また、植栽面積については交差点ごとの緑

被率・緑視率まで可視化できると非常に有効であるとのことだった。 

また、公園管理課では街路樹管理業務における現状の課題として、管理している街路樹

データの台帳が実際の状況とあっていないことが挙げられており、例えばすでに枯れた樹

木が台帳上では存在していることや、街路樹の位置がずれていることによる管理負担が増

加している。本課題についての解決も期待されているとのことだった。 

 

⑧ まとめ 

各課からの意見をまとめると、本サービスにおける AW3D データの有効性や業務利用

への可能性は確認されたといえる。 

植生図レイヤーとくま出没情報マップレイヤーといった別分野のデータの掛け合わせ

による新たな価値の提供が可能である。また、現在管理している台帳と 3D データを掛け

合わせることで現地確認の負担軽減や管理業務における判断材料になることが期待され

る。 

今回ヒアリングを実施できなかったが、他にも防災分野において AW3D の建造物データな

らびに水域データと市が所有するハザードマップデータを掛け合わせた洪水・内水氾濫のシ

ミュレーションや、建造物データと建築年代や道路幅データを掛け合わせた倒壊・落下物リ

スク評価、まちづくり分野においては建造物データ日陰・避難導線の可視化や空き家・老朽

建築の立体的把握などもレイヤーの掛け合わせにより実現できる可能性があり、今後も業務

活用の幅を広げられるよう検討を進めたい。  
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（２） 市民向け実証実験 

１） 実証概要 

市民向け実証実験の概要は以下のとおりである。 

実証期間 2025 年 12 月 16 日～2025 年 12 月 17 日（2 日間） 

対象者 市役所に来られた市民の方 

計 57 名 

利用サービス SendaiSmartAtlas ※実証実験用サービス 

 

２） 実証方法 

行政ポータルの普及促進を目的に取り込んだデータの中から市民生活の向上に資する情報

を表示するサービス構築に向けて、保育所の空き情報、避難所、クマの出没情報を掲載した

サービスをユーザー市民に利用していただき、サービスの必要性や掲載データの需要につい

てアンケートを実施して評価する。 

 

図 サービス画面 
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３） 検証結果 

アンケート結果は以下のとおりである。 

 

図 地図上で表示される情報は役に立つと思うか 

 

図 サービスの表示速度に対する満足度 

 

図 画面の見やすさに対する満足度 
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図 直感的に操作できたか 

 

図 このサービスを今後も利用したいと思うか 

 

図 今後追加されたら便利だと思うデータ 
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項番 改善してほしい点や追加してほしい情報があれば教えてください。 

1 保育施設の空き状況：保育所に関しては何日付の状況か分かるとよい 

2 表示速度がもう少し速くなると良いと思う 

3 PC 版とスマホ版のようにデータの軽い簡易版があるといいかなと思

いました 

4 「クマ情報」GPS 機能との連携で出没エリアに近づいたらアラート等、

注意を促すサインがあると良いのでは。 

5 地図上の保育所は建物、保育所の入口のアイコン（子ども）、同マーク

表示が分かりやすい 

 

地図上で表示される情報が役に立つか、画面の見やすさ、ならびに直感的な操作性については

それぞれ 95%の人が評価している。 

表示速度に関しては全体でみると満足度は高いものの、項番 2 に記載の通り、相対的にみると

不満の数が多かった。 

項番 3 も表示速度に関連する指摘であると考えられ、表示速度は重要視されていると考えられ

る。 

項番 1 のデータの特性上、ユーザーが必要と感じるデータや、項番 4 の PUSH 通知機能につい

てはユーザーの声を聞けたことで市民の生活の質向上に向けた有益な情報が得られた。 

項番 5 はデザイン性に関するコメントだった。 

 

以上の結果から、今後のサービス化においては以下の対応が必要と考える。 

・サービスの表示速度が遅いと離脱が増加してしまうため、レスポンス改善やローディング表示

などの UX 改善 

・日常使いをするサービスであること、ならびに今回の掲載データは子育て世帯の若年層をター

ゲットにしており、デザインに関するコメントもがあることから、ターゲット層に合わせた UI・

UX の向上 

・ユーザーが能動的なアクションをしなくても情報を取得できるような PUSH 通知などの情報配

信の仕組みづくり 
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（３） 実証実験の考察 

本実証では、都市 OS 等との連携により複数分野のデータを地図上で複層的に可視化し、あわ

せて生成 AI による助言機能を試行することで、施策検討の高度化・効率化に資する仕組みの有効

性および運用上の論点を把握することを目的として実施した。 

以下では、実験計画において設定した「仮説 1〜4」に対応付けて、実証結果から得られた示唆

と課題を整理する。 

最後に、仮説別の整理を踏まえ、職員向け・市民向け双方の効果と共通課題を総括し、サービ

ス化に向けた改善の方向性を示す。 

 

１） 仮説 1：分野横断データ連携による付加価値事例の創出について 

 本実証の職員向けサービスでは、都市 OS 等との連携により取得・整備した各種の静的データ

等を、地図上のレイヤーとして複層的に重ね合わせ、同一画面上で参照できる形を試行した。 

 その結果、従来は分野・担当ごとに点在しがちな情報を横断的に把握できることにより、施策

検討における論点の抽出や検討漏れの抑制、判断根拠の整理に資する可能性が確認された。 

 以上より、都市の課題のうち「分野単位に留まるデータ利活用」「複数分野を統合的に可視化・

分析する基盤の不足」に対し、一定の有効性を示す結果が得られたものと位置付けられる。 

 

２） 仮説 2：リアルタイム性の高いデータ提供価値（市民／職員）について 

 本実証における動的データの取り込みは限定的であり、リアルタイム性の高いデータを十分に

拡充した上での価値検証は、今後の検討課題として整理される。 

 一方、市民向けサービスでは、生活に密接な情報（例：保育施設の空き状況、避難所、クマ出没

情報等）を地図上で表示する試行を行い、情報の有用性が高く評価されるとともに、日常利用を

前提とした改善要望が具体的に把握された。 

 特に、クマ出没情報については「接近時に注意喚起を行う通知（PUSH）機能」等のニーズが確

認されており、情報の鮮度・即時性を高めることが利用価値に直結し得る論点として抽出された。 

 以上から、仮説 2 については、現時点では「リアルタイムデータの本格提供」による効果検証

には至っていないものの、どの分野・情報において鮮度や即時性が重視されるか（更新日表示、

通知、軽量版等）を明確化できた点で、今後の設計・検証に向けた論点整理が進んだと整理でき

る。 

 

３） 仮説 3：生成 AI活用による“新たな気づき”の有効性について 

 職員向け実証では、ユーザーが選択したレイヤー情報等を踏まえ、生成 AI が地域特性や制度上

の留意点を含む助言を返す仕組みを試行した。 

 その結果、単純な地図参照に留まらない「文脈的な示唆」が得られたとの評価が見られ、施策

検討における新たな観点の獲得可能性が示唆された。 

 一方で、レイヤー選択漏れやナレッジデータ不足等に起因し、回答不能または回答品質が安定

しないケースも確認されている。 

 このため、サービス化に向けては、「レイヤー自動選択」「不足情報の自動指摘」等の機能整備
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を含め、日常業務で安定して利用できる運用設計・基盤整備を進めることが、仮説 3 の効果を再

現性ある形で発揮する前提条件になると考えられる。 

 

４） 仮説 4：施策検討の効率化・高度化に必要な情報／視点の収集について 

 職員向けでは、複数レイヤーを一元的に重ね合わせて表示することにより、現地状況に近い視

覚的理解が可能となり、検討の効率化や判断材料の整理に資する可能性が示された。 

 また、市民向けでは、情報の見やすさ・操作性等の評価に加え、表示速度、更新日の明示、軽量

版、通知機能（特にクマ出没情報等）といった、サービス高度化に向けた具体的ニーズが把握さ

れた。 

 以上は、単なる満足度の把握に留まらず、「次に改善・追加すべき論点（＝施策・運用改善に反

映すべき観点）」を抽出したものと整理でき、仮説 4（必要な情報／視点の収集）の成果として位

置付けられる。 

 あわせて、都市の課題「連携データを施策検討へ効果的に反映する仕組みが未成熟」に対して、

改善サイクルを回すための具体の改修項目が明確化した点で、今後の取組（安定利用に向けた基

盤整備等）へ接続し得る。 

 

５） 総括 

本実証において設定した KPI については、以下のとおり概ね目標値に近い成果が得られた。 

 

検証項目（KPI） 検証方法 目標 結果 概要 

サービスの需要性 アンケート 70％ 49％ 
関係各課・利用者等に対してアンケー

トの実施 

まちづくり計画へ

の高度化に資する

項目による作業効

率化割合 

アンケート 15％ 26％ 
関係各課・利用者等に対してアンケー

トの実施 

AI 判定結果による

作業効率化割合 
アンケート 15％ 25％ 

関係各課・利用者等に対してアンケー

トの実施 

サービス上に重ね

合わせられるレイ

ヤーの総数 

UI 5 件 75 件 
プロトタイプ上に重ね合わせられる

層（データ）を測定 

サービス上に使わ

れる静的データ数 
UI 10 件 74 件 

プロトタイプ上にインプットするデ

ータを測定 
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サービス上に使わ

れる動的データ数 
UI 1 件 1 件 

プロトタイプ上にインプットするデ

ータを測定 

 

これらの結果を踏まえ、実証から得られた示唆と課題を総括する。 

 

本実証では、職員向け・市民向けの二つのサービスを通じて、地図レイヤーと生成 AI を組み合

わせた新たな分析・判断支援の有効性が確認された。職員向けサービスでは、道路台帳・用途地

域・子育て支援施設・防災関連情報などの情報を重ね合わせて提示できたことで、86％の職員が

「業務効率が向上する」と回答した。特に、複数レイヤーを一元表示することで、現地確認に近

い視覚的理解が可能となり、施策検討の抜け漏れ防止や判断根拠の可視化といった効果が得られ

た。また、生成 AI が地理的文脈や関連制度を踏まえた助言を行うことにより、職員からは「新た

な気づきが得られた」との評価が複数寄せられ、AI が単なる情報検索にとどまらず、政策検討補

助として機能する可能性が示唆された。 

 一方、市民向けサービスでは、保育所の空き情報、避難所、クマ出没情報など、生活に密接す

る情報を地図上で直感的に把握できる点が高く評価され、95％が「役に立つ」と回答した。操作

性や画面の見やすさについても概ね良好な評価が得られ、市民が日常的に利用するサービスとし

てのポテンシャルが確認できた。また、追加してほしい機能として、保育所空き状況の更新日の

明示や、クマ出没地点への接近通知など、情報鮮度やプッシュ型提供へのニーズが明確に示され

た点は、今後の市民サービス高度化に向けた重要な示唆となった。 

 ただし、両サービス共通の課題として、動作速度の遅さ、レイヤー選択漏れによる AI 回答不

可、ナレッジデータ不足による回答精度のばらつきなどが挙げられた。特に、AI に回答させるた

めのナレッジ整備が不十分な場合、専門的な行政質問に対応できない事例が発生し、「どのデータ・

レイヤーを参照して回答すべきか」を AI が自動判断する仕組みの必要性が浮き彫りとなった。ま

た、道路維持管理分野では、補修優先度判断や事故事例の抽出といった高度な支援機能への期待

が大きい一方、現行のレイヤー構成では対応が難しく、専門データの追加や AI モデルのチューニ

ングが不可欠であることが示された。さらに、操作対象レイヤーが多岐にわたる場合、UI が煩雑

になる傾向も確認され、業務特性に応じた UI 設計や「汎用版と専門版の使い分け」といった方向

性整理が求められる。 

 総じて、本実証は「多様な地理情報を統合し、AI による文脈的解釈を加えることで、行政判断・

市民利便の双方が向上する」ことを示した。今後は、動作速度改善、レイヤー自動選択、ナレッ

ジ更新ルールの整備、専門分野向けの高度分析機能の検証を進めることで、データ活用基盤とし

て発展させていく必要がある。  
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６．横展開に向けた一般化した成果 

本実証で得られた成果について、地域特性や仙台市固有の条件を除き、他自治体でも適用可能

な形に一般化した結果を以下に示す。 

 

（１） 複数レイヤーの重ね合わせによる行政判断の高度化 

実証では、道路台帳、用途地域、公園、街路樹、防災関係レイヤー、子育て支援施設などのデ

ータを統合的に可視化し、職員が従来よりも迅速に判断できることが確認された。これは自治体

規模や地理的条件によらず、「空間情報を複合的に活用することで意思決定の精度が向上する」

という普遍的な成果である。 

特に、まちづくりや都市計画、防災、道路管理など、縦割り領域にまたがるデータの可視化

は、横断的な政策形成に寄与することが示された。 

 

（２） 地図レイヤーと生成 AIを組み合わせた新たな着眼点の創出 

実証では、生成 AI がレイヤー情報を踏まえて回答することで、参加者にとって新たな気づき

が得られたとの回答が寄せられた。とくに、「関連施設の存在」「規制や地形による制約」「子育

て支援や公共交通など他分野との関連」を踏まえたコメントが、人による判断の補助となること

が確認された。 

こうした地図情報×AI の組み合わせは、地域条件に依存せず普遍的に効果を発揮するもので

あり、全国の自治体へ横展開可能である。 

 

（３） 市民向けサービスでの利便性向上が確認できた点 

市民向けサービスでは、保育所、避難所、クマ出没情報など、身近な生活に関する情報の可視

化が高い評価を得た（画面の見やすさや直感的操作は 95％以上が肯定）。 

これは、自自治体の固有条件に限定されず、「生活利便情報を地図で一元的に示す」ことは全

国どこでも利用者価値が高いことを示す結果となった。 

 

（４）職員向け・市民向けの二層構造モデルの有効性 

職員向けには政策判断の高度化、市民向けには生活利便性向上という役割分担が確立した。両

者を分離しながらも同一データ基盤で提供する二層構造は、データ整備負担の軽減にもつなが

り、他自治体でも普遍的に採用し得るモデルである。 

 

（５）サービス化に向けた課題の顕在化 

実証では、AI 回答の正確性確保、レイヤー選択誤りによる回答不可、データ更新ルール、表

示速度などの課題も明らかになった。これらは自治体共通の課題であるため、横展開時の改善項

目として標準化が可能である。 
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７．まちづくりと連携して整備することが効果的なサービスの提案 

今回の実証を通じ、まちづくりの取組とデジタル基盤を連動させることで、行政の業務効率や

市民生活の利便性を高められることが確認できた。ここでは、まちづくりと併せて整備すること

で効果が期待できるサービスの方向性を整理する。 

まず、道路台帳、用途地域、公園、防災関連情報、街路樹、建物の立体データ（AW3D）な

ど、まちづくりに関係する多様な情報を地図上で統合的に閲覧できる仕組みは、職員から「状況

を把握しやすい」「検討が進めやすい」と評価された。こうした環境が整うことで、現地確認の

負担軽減や、施策検討の精度向上につながると考えられる。 

市民向けの地図サービスでは、保育施設の空き状況や避難所、クマ出没情報など、生活に密接

した情報をまとめて確認できる点が高く評価された。今後は、データの更新日を明示することや

通知機能の追加など、日常的に利用しやすい形へ発展させる余地がある。 

また、複数のデータを踏まえた生成 AI による助言は、職員の新たな視点の獲得に寄与した。

レイヤー選択を自動化する機能や、不足する情報を指摘する仕組みを整備することで、業務で安

定的に利用できるサービスに育てていくことができる。 

これらのサービスをまちづくりと連携して発展させることで、行政判断の質の向上、市民の安

心・利便性の向上、災害対応力の強化など、都市運営全体にわたる効果が期待される。デジタル

とまちづくりを一体的に推進することが、都市の価値向上につながると考える。 

 


